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ジェトロ調査部欧州課 

2026 年 8 月更新 

■制度概要・背景 

Q1. PPWR とは何ですか？ 

A.PPWR（Packaging and Packaging Waste Regulation）は、EU が導入する包装規制で、包装廃棄物削

減、リサイクル促進、再利用の義務化を目的とした包括的な規則です。 

詳細は、ジェトロ調査レポート「EU 循環型経済関連法の最新概要‐エコデザイン規則（ESPR）、修理す

る権利指令（R2R 指令）、包装・包装廃棄物規則（PPWR）案‐（2024 年 11 月）」 をご参照ください。 

 

■スケジュール 

Q2. いつ適用開始されますか？ 

A. 2025 年 2 月 11 日施行、2026 年 8 月 12 日に一部要件が義務化されました。プラスチックの最低リ

サイクル材含有率やリサイクル可能性などの一部の要件については、個別の適用開始日が定められ

ており、今後、実施規則や委任規則によって詳細が定められます。今後の主な実施規則・委任規則の

採択予定日は、「EU PPWR 概要資料」p.13 をご参照ください。 

 

Q3. 2026 年 8 月 12 日から適用開始される義務は何ですか？ 

A. 個別に適用時期が定められている要件以外は、2026 年 8 月 12 日から適用開始となります。同日

から適用開始される主な要件は、①有害物質の使用規制（第 5 条）、②適合性評価の実施と EU 適合

宣言書（DoC）の作成です。主な要件の適用開始時期は、「EU PPWR 概要資料」p.12 をご参照くださ

い。 

① 有害物質の使用規制では、特定の有害物質の使用を厳格に制限しています。具体的には、鉛、カ

ドミウム、水銀、六価クロムなどがあります。食品に接触する包装では、有機フッ素化合物（PFAS）

を一定基準以下とすることも求められます。 

② 製造事業者は、適合性評価の実施および EU 適合宣言書（DoC）を作成する必要があります。ま

た、識別情報を包装の現物に付与する必要があります。詳細は、Q8 を参照ください。 

 

■対象範囲・義務 

Q4. PPWR はどの企業が対象になりますか？ 

A. EU 域内で製品を販売・流通させるすべての企業（域外企業含む）が対象です。EU に輸出している
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日本企業も適用対象になります。 

 

Q5. 対象となる包装材は？プラスチックだけが対象ですか？ 

A.PPWR の対象となる「包装（packaging）」は、「製造材料にかかわらず、経済事業者が、製品を別の経

済事業者または最終消費者に提供するために、製品の収容、保護、取り扱い、配送または提示に使

用することを目的とし、かつ、その機能、材料および設計に基づいて包装形態によって区別できるも

の」（第 3 条）と定義されています。PPWR 付属書 I では、「包装」の定義の範囲に含まれる品目リストを

例示しています。プラスチックだけでなく、紙や輸送用包装など全ての形態の包装が対象です。 

 

Q6. 包装材メーカー以外も対象ですか？ 

A. 包装された製品の製造事業者、輸入事業者などそれぞれに異なる義務があります。 

 

Q7. 製造事業者、輸入事業者の定義は？ 

A. 製造事業者とは、包装または包装済み製品を製造する事業者、あるいは、自らの名称・商標で設

計・製造した包装・包装製品を有する事業者です。欧州委ガイドラインによると、判断基準は（1）包装の

設計や仕様を決定できる立場にある者、（2）商標またはブランドの所有者、の 2 つの要素となります

（2026 年 4 月 14 日付ビジネス短信参照）。 

 

輸入事業者とは、第三国から EU 市場に初めてその包装・ 包装製品を上市する事業者です。 

 

Q8. 製造事業者の義務は何ですか？ 

A. 製造事業者には以下の義務があります。 

・ 包装が規則要件（懸念物質の使用規制、リサイクル可能性等）に適合するように設計 

※リサイクル設計基準とリサイクル性能等級に関する委任立法は、2030 年 1 月 1 日、または委

任立法の発効日から 2 年後のいずれか遅い日から適用されます。 

・ 適合性評価の実施 

・ 技術文書の作成・保管 

※実務上は、包装材のサプライヤーから必要な情報を入手し、作成されることもある。 

・ 適合宣言書（DoC）の作成・保管 

・ 包装の識別情報（型式番号、バッチ番号、シリアル番号など）および製造事業者情報（名称、商標

登録、連絡先など）の表示 

※QR コードなどのデータ媒体による表示も可能。 

・ EU への上市から 5 年間または 10 年間文書を保管 

 

Q9.輸入事業者の義務は何ですか？ 

A.輸入事業者は、規則の要件を満たす包装だけを上市しなければならず、上市する前に以下を確認す
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る義務があります。「適合性の確認」「文書の保管」「適合性維持のための管理」が義務になります。ま

た、輸入事業者情報（名称、商標登録、連絡先など）を包装に表示する必要があります。 

・ 製造事業者が適合性評価を適切に行い、技術文書を作成していること。 

・ 包装に１２条に基づくラベル表示（Q12 参照）がなされていること。 

・ 包装に必要書類が添付されていること。 

・ 製造事業者が包装に付けることを義務付けられている事項（包装の識別情報、製造事業者情報な

ど）を提供していること。 

詳しくは「EU PPWR の概要資料」p.7 をご参照ください。 

 

Q10. 技術文書と適合宣言書はどのように作成すればよいですか？ 

A. PPWR 規則および欧州委員会の FAQ によると、製造事業者は包装単位ごとに適合宣言書を作成

し、適用される要件および包装された製品に関して、包装が同一の特性を有するレベルで作成さ

れるべきとあります。適合宣言書には、識別番号のかたちで、それが作成された包装の種類を明

記する必要があります。欧州委の FAQ では、適合宣言書は個々の構成部材ではなく、包装単位

（Packaging Unit）で作成すればよいとしています。その場合、すべての構成部材に関する情報を

記載する必要があります。 

 

適合性評価の対象となる条項は、「第 II 章 持続可能性の要件」にある第 5～11 条（含有物質、 リサ

イクル可能性、プラスチック包装のリサイクル材最低含有率、堆肥化可能性、包装の最小化、再利用

の可能性）と第 12 条（包装のラベル表示・情報提供）です。 

  

欧州委 FAQ によると、具体的な適用開始日が定められていない要件については、規則の一般適用日

である 2026 年 8 月 12 日から、企業は適合性評価を実施する必要があります。一方で、必要な実施

規則または委任規則の採択後に適用される規定については、それぞれに定められる個別の適用開始

日に対応して、適合性評価の義務も開始されるとあります。 

 

適合宣言書と技術文書の記載項目については「EU PPWR 概要資料」p.8、9 をご参照ください。 

また、技術文書に最低限含める要素、適合性評価手順および適合宣言書の記載項目は、PPWR の付

属書ⅦおよびⅧでもご確認いただけます。 

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2025/40/oj/eng 

EU 適合宣言書（DoC）のフォーマットの例は、欧州委員会のページからダウンロードできます。 

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/23962/attachments/1/translations/en/renditions/native 

※PPWR 専用の DoC のテンプレートは定められていないため、参考として DoC のフォーマットの一例

となります。記載事項を満たせば、企業独自の様式で問題ないとされています。 

 

Q.11 懸念物質（第 5 条）に関する適合性評価において、試験結果は必須ですか？  
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A. PPWR は、現時点で特定の試験方法を規定していません。試験報告の方法などに関する専門家の

見解については、地域・分析レポート「EU PPWR、2026 年 8 月の適用開始に向けた企業対応 Q&A」を

ご参照ください。 

 

■ラベル表示・情報提供 

Q12. ラベル表示義務はありますか？ 

A. 消費者が包装廃棄物を分別しやすくすることでリサイクルを促進することを目的に、経済事業者に

は包装の材料の組成を示すラベルを付けることが義務付けられています。 

規則の施行日（2025 年 2 月 11 日）から 18 カ月以内（2026 年 8 月 12 日まで）に、EU レベルで調和さ

れた包装のラベルやラベル表示の要件、デジタル手段による提供を含む様式の仕様を定めた実施規

則が採択される予定となっています。 

なお、輸送用包装については、電子商取引の包装を除いてラベル表示要件の適用を除外されます。 

 

ラベルはピクトグラム（絵記号）で表示し、堆肥化可能な包装、再利用可能な包装の場合はそれを明示

する必要があります。ラベルの詳細な要件は今後の実施規則で定められるため、義務が適用されるの

は規則の施行日から 42 カ月後（2028 年 8 月 12 日）、または、実施規則の施行日から 24 カ月後のい

ずれか遅い日となります。 

 

また、規則の施行日から 48 カ月後（2029 年 2 月 12 日）、または実施規則の施行日から 30 カ月後の

いずれか遅い日からは、再利用可能な包装にはそれを明示するラベルを付けることが経済事業者に

義務付けられます。さらに、回収ポイントを含めた再利用のシステムに関する詳細な情報を提供するた

め、QR コードなどのデータキャリアを表示することも必要となります。 

詳細は、今後採択される実施規則で定められます。 

 

■罰則 

Q13. 違反した場合の罰則はありますか？ 

A. 欧州委の FAQ によると、2026 年 8 月 12 日以降、包装が PPWR に適合していなくても直ちに販売

禁止にはならないとされています。当局はまず事業者に是正を求め、改善されない場合に限り販売禁

止や回収などの措置を講じることとなります。 

罰則については、EU 加盟国は 2027 年 2 月 12 日までに、同規則の違反に適用される罰則について

の国内法を定めるように規定されています。 

 

ドイツでは PPWR に基づく罰則規定を盛り込んだ国内法が施行されました。詳細は以下をご覧くださ

い。 

ジェトロビジネス短信「容器包装法実施法が成立、旧法の枠組みを踏襲しつつ PPWR に基づく罰則を

規定」 
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以下の貿易・投資相談 Q＆A もご参照ください。 

CE マーキングの概要：EU | 貿易・投資相談 Q&A - 国・地域別に見る - ジェトロ 

RoHS（特定有害物質使用制限）指令の概要：EU | 貿易・投資相談 Q&A - 国・地域別に見る - ジェト

ロ 

環境規制：EU | 貿易・投資相談 Q&A - 国・地域別に見る - ジェトロ 

 

 

※本資料で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用下さい。ジェトロで

は、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本資料で提供した内容に関連して、ご利用さ

れる方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承下

さい。 

※本資料の内容は、2026 年 8 月時点で入手可能な情報に基づき作成しています。今後、関連法令や

実施細則、ガイドライン、FAQ 等の公表・改定などにより内容が変更される可能性がありますので、最

新情報は欧州委員会などの公式情報をご確認ください。 

 

※ジェトロは特集ページを開設し、今後も関連情報を随時更新します。最新情報は、以下もご参照くだ

さい。 

特集：EU 包装・包装廃棄物規則（PPWR）関連情報 

 

以上 
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